
借　　　方 貸　　　方
公共資産 946 億 5,218 万円 地方債 247 億 3,455 万円

有形固定資産 931 億 9,699 万円 未払金 27 億 6,079 万円
売却可能資産 14 億 5,519 万円 退職手当引当金 48 億 8,616 万円

投資等資産 36 億 5,609 万円 賞与引当金 2 億 6,686 万円
流動資産 31 億 2,802 万円 負債合計 326 億 4,836 万円

財政調整基金 19 億 9,705 万円

純資産合計 687 億 8,793 万円
減債基金 3,657 万円
歳計現金 10億 3,203 万円
未収金 6,237 万円

資産合計 1,014億3,629万円 負債・純資産合計 1,014億3,629万円

　１年間の行政サービス（資産形成を除く）を
提供するために要した費用と、その対価として
得られた収益（財源）を対比させた財務書類です。
　経常的な行政サービスにかかる費用と受益者
負担でどの程度費用が賄われたかがわかります。

　年度末（３月31日）における市の財産（住民サービスを提供するために所有している土地や建物などの資産）
と、その財産をどのような財源（負債・純資産）で調達してきたのかを総括的に対照表示した財務書類です。
資産合計額（左側）と負債・純資産合計額（右側）が一致し、左右がバランスしていることからバランスシ
ートとも呼ばれています。
　「資産」からは、これからの世代に残る財産状況、これまでに投資された資金の使途状況がわかります。
　また、「負債」からはこれからの世代が負担しなければならない借入金状況など、「純資産」からは、これ
までの世代が負担した資金状況などがわかります。

　貸借対照表の純資産の部に計上されている数
値が１年間でどのように変化したかを表してい
る財務書類です。純資産の部には今までの世代
が負担してきた金額が計上されていますので、
１年間でその金額が増えたのか減ったのかがわ
かります。

　市の歳入・歳出を性質の異なる３つの区分（活
動）に分けて表示した財務書類です。
　この３つの区分により、市がどのような活動
に資金を必要とし、それをどのように賄ったの
かがわかるとともに、歳計現金をどのような性
質の活動で獲得し、また使用しているのかを読
み取ることができます。

経常的収支額 51 億 1,995 万円
公共資産整備収支額 △ 10 億 1,326 万円
投資・財務的収支額 △ 36 億 6,603 万円
当年度歳計現金増減額 4 億 4,066 万円
期首歳計現金残高 5 億 9,137 万円
期末歳計現金残高 10億 3,203 万円

③純資産変動計算書

期首純資産残高 678 億 3,325 万円
純経常行政コスト △ 160 億 8,069 万円
一般財源 140 億 3,580 万円
補助金等受入 31 億 5,694 万円
臨時損益 △ 1億 5,737 万円

期末純資産残高 687 億 8,793 万円

②行政コスト計算書

経常行政コスト 166 億 9,025 万円
人にかかるコスト 42 億 6,573 万円
物にかかるコスト 60 億 6,346 万円
移転支出的なコスト 59 億　924 万円
その他のコスト 4 億 5,182 万円

経常収益 6 億　956 万円
純経常行政コスト 160 億 8,069 万円 ①貸借対照表（バランスシート）

４表の相互関係
①貸借対照表の純資産合計は、国・県からの補助金や市
　の財源で、すでに負担した部分を表し、この純資産の
　変動を表したものが③純資産変動計算書です。
②行政コスト計算書は、③純資産変動計算書中の純経常
　行政コストのくわしい内訳書です。

④資金収支計算書は歳計現金の動きを表す計算書で、期末歳
　計現金残高は①貸借対照表の歳計現金と一致します。
　すなわち、資金収支計算書は貸借対照表中の歳計現金
　にかかる増減明細書です。

←右ページ①貸借対照表の純資産合計と一致

　市民の皆さんに市の財政状況をよりわかりやすくお知らせするため、総務省方式改訂モデ
ルによる平成 20 年度決算の普通会計財務書類４表（貸借対照表・行政コスト計算書・純資
産変動計算書・資金収支計算書）を作成しました。
※市ホームページにも掲載しています。　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　問い合わせ先　総務部財政課　℡ 81-2118
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④資金収支計算書

経常行政コストを市民１人あたりに換算すると…
（人口 42,594 人　平成 21.3.31 現在）

借　方 貸　方

資産合計
　負債合計
766,501 円

2,381,469 円 　純資産合計
1,614,968 円

市民１人あたり経常収益
14,311 円  から

経常行政コスト（合計） ① 391,845 円
人にかかるコスト 100,149 円
物にかかるコスト 142,355 円
移転支出的なコスト 138,734 円
その他のコスト 10,607 円

賃借対照表を市民１人あたりに換算すると…
（人口 42,594 人　平成 21.3.31 現在）

　▲ 377,534 円
　　　※地方税や国・県からの交付金などで
　　　　まかなっています。

市民１人あたり経常行政コスト (合計 )①
　391,845 円  を差し引くと…

用
語
の
解
説

平成20年度決算

財務書類４表を公表します

45


